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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 76,068 △5.3 2,320 ― 2,446 ― 1,613 ―

21年3月期 80,284 △3.7 △179 ― △150 ― △2,540 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 385.70 ― 3.2 2.6 3.1
21年3月期 △607.30 ― △4.9 △0.1 △0.2

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 94,921 54,700 54.6 12,389.46
21年3月期 95,965 53,152 52.6 12,056.51

（参考） 自己資本   22年3月期  51,828百万円 21年3月期  50,435百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 7,626 △2,742 △2,936 12,666
21年3月期 2,229 △5,574 △1,597 10,718

2.  配当の状況 

（注） 22年3月期期末配当金の内訳 記念配当 10円00銭  

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 45.00 ― 45.00 90.00 376 ― 0.7
22年3月期 ― 45.00 ― 55.00 100.00 418 25.9 0.8

23年3月期 
（予想）

― 4.50 ― 4.50 9.00 26.9

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

37,600 △0.0 400 ― 500 ― 100 ― 2.39

通期 76,000 △0.1 3,000 29.3 3,100 26.7 1,400 △13.2 33.47
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） 1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、43ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 4,183,300株 21年3月期 4,183,300株

② 期末自己株式数 22年3月期  40株 21年3月期  40株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 64,151 △5.0 1,399 ― 1,363 ― 1,111 ―

21年3月期 67,517 △7.6 △1,151 ― △1,200 ― △2,839 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 265.67 ―

21年3月期 △678.88 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 79,029 49,601 62.8 11,857.08
21年3月期 79,968 48,718 60.9 11,646.15

（参考） 自己資本 22年3月期  49,601百万円 21年3月期  48,718百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提につきましては５ページ「1.経営成績 (1)経営成績に関する分析 3.
次期の見通し」をご覧ください。 
２．当社は、平成22年7月1日付で普通株式1株につき10株の割合で株式分割を実施する予定でおります。なお、配当の状況における23年3月期（予想）の1
株当たり配当金及び23年3月期の連結・個別業績予想における1株当たり当期純利益については、当該株式分割による影響を考慮した期中平均発行済株
式数により算定しております。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

31,000 △1.8 300 ― 300 ― 150 ― 3.59

通期 62,700 △2.3 2,100 50.1 2,100 54.0 1,100 △1.0 26.30
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1.当期の概況 

 当連結会計年度(平成21年４月１日から、平成22年３月31日まで)のわが国経済は、アジア地域を中心

とした海外経済の回復にともない輸出が増加し企業収益が改善するなど、景気の着実な持ち直しがみら

れました。しかし、厳しい雇用情勢を背景とした消費者マインドの冷え込みで個人消費は低調に推移

し、先行きについても海外経済の下振れリスクやデフレの影響など不透明感が残っています。  

 このような経済環境は当社グループが主力事業を展開する放送業界にも影響を与え、テレビ・ラジオ

媒体に対する広告出稿量が前連結会計年度の実績を下回るなど営業面での厳しい状況が続きました。さ

らに京阪神地区では新型インフルエンザの集団感染が発生した影響により、イベントの中止やゴルフコ

ンペの予約キャンセルがあり、売上面で少なからぬ影響を受けました。  

 こうした厳しい状況のなか、放送事業におけるテレビ部門では関西地区の年度視聴率が全日、プライ

ム、プライム２の時間帯で首位となる 「三冠」を３連結会計年度連続で達成。好調な視聴率を背景に

積極的な営業活動を展開しましたが、先行きが不透明な景況の反映でクール(３ヶ月)単位のレギュラー

番組セールスが低調に推移したことなどによりタイム売上が減収となりました。一方、主力のスポット

売上は景気動向と連動して第３四半期以降に持ち直しの傾向が顕著となり、前連結会計年度の実績に迫

る売上を確保しました。ラジオ部門においては番組パーソナリティによる生コマーシャルのセールスを

強化しスポット売上の確保を図りましたが、景況の反映によりタイム売上、スポット売上とも減収にな

りました。テレビ・ラジオ以外の売上では、消費者マインドの冷え込みや新型インフルエンザの影響に

より通販収入や催物(イベント)収入などが減収となりました。 

 また、ハウジング事業やゴルフ事業も、低迷する景況や新型インフルエンザの影響で減収となりまし

た。 

  

 当連結会計年度の当社グループ業績は、売上面では主力の放送事業をはじめ各セグメントにおいて減

収となり、売上高は760億６千８百万円で、前連結会計年度に比べ42億１千６百万円(△5.3％)の減収と

なりました。 

 費用面では、前連結会計年度に当社および連結子会社３社の新社屋への移転が完了しましたので移転

に伴う一時費用が大幅に減少しました。当連結会計年度としては業務改善によるコスト圧縮で販売費及

び一般管理費が減少し、番組編成の見直しなどによる費用の効率化で売上原価も減少しました。 

 以上の結果、営業利益は23億２千万円となり前連結会計年度に比べ25億円の増益、経常利益も24億４

千６百万円で前連結会計年度に比べて25億９千７百万円の増益となりました。  

 また、特別利益として投資有価証券売却益など６億１千５百万円を計上し、特別損失としてハウジン

グ事業における住宅展示場に関する減損損失など１億９千３百万円を計上した結果、当期純利益は16億

１千３百万円となり41億５千３百万円の増益となりました。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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2.セグメント別の状況 

 
  

[放送事業]  

 放送事業の売上高は669億７千８百万円で前連結会計年度に比べ34億８千２百万円(△4.9%)の減収と

なりました。  

 テレビ放送事業収入は、先行きが不透明な景況の反映でクール(３ヶ月)単位のレギュラー番組セール

スが低調に推移したことや単発番組の売上が減少したことなどによりタイム売上が減収となりました。

主力のスポット売上は、景気動向と連動して第３四半期以降に持ち直しの傾向が顕著となりましたが前

連結会計年度に比べ減収となりました。ラジオ放送事業収入はタイム売上、スポット売上とも前連結会

計年度に比べ減収となりました。その他の売上は通販収入などが減少し前連結会計年度に比べ減収とな

りました。  

 一方、費用の面では、前連結会計年度に当社および連結子会社３社の新社屋への移転が完了しました

ので移転に伴う一時費用が減少しました。また、当連結会計年度としては業務改善によるコスト圧縮や

番組編成の見直しなどを実施しましたので売上原価、販売費及び一般管理費とも減少しました。  

 その結果、営業利益は15億９千６百万円となり、前連結会計年度と比べ27億３千１百万円の増益とな

りました。 

 

[ハウジング事業]  

 ハウジング事業の売上高は82億１千５百万円で前連結会計年度に比べ６億６千３百万円(△7.5%)の減

収となりました。  

 ハウジング事業では、景気の低迷による消費マインドの冷え込みにより住宅需要の回復が遅れるな

か、主力の住宅及び住関連展示場運営などにおいて減収となりました。  

 一方、費用の面では更なるコスト見直しを実施しましたが営業利益は６億８千６百万円となり、前連

結会計年度と比べ１億６千２百万円の減益となりました。  

  

[ゴルフ事業]  

 ゴルフ事業の売上高は８億７千４百万円で前連結会計年度に比べ６千９百万円(△7.4%)の減収となり

ました。  

 ゴルフ事業では、景気低迷で厳しい営業環境が続くなか、新型インフルエンザ集団感染の発生などが

あったことなどにより入場者数が減少し減収となりました。 

 費用面ではさらなるコストの圧縮を図りましたが営業利益は３千７百万円となり、前連結会計年度に

比べ６千９百万円の減益となりました。  

  

（単位：百万円、%）

売上高 営業利益又は営業損失（△）

前連結会計年度 当連結会計年度 増減率 前連結会計年度 当連結会計年度 増減率

放送事業 70,461 66,978 △4.9 △1,135 1,596 ―

ハウジング 
事業

8,879 8,215 △7.5 849 686 △19.1

ゴルフ事業 944 874 △7.4 106 37 △64.9

合計 80,284 76,068 △5.3 △179 2,320 ―
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3.次期の見通し  

 翌連結会計年度の見通しにつきましては、今後も景気は着実な持ち直しが続くものとみられますが、

雇用情勢や個人消費および海外経済の先行きなどについては不透明感が残っており、当社グループが主

力事業を展開する放送業界においても厳しい状況が続くものと予想されます。その中、良質のコンテン

ツを提供することで広告シェアの拡大を図るなどの一方、費用の効率的使用など引き続き徹底したコス

ト管理に努めることで厳しい環境に対応し、利益の確保を目指します。 

 翌連結会計年度の第２四半期連結累計期間の業績は売上高が376億円、同営業利益は４億円、同経常

利益は５億円で、同純利益は１億円と予想し、翌連結会計年度の通期の業績は売上高が760億円、同営

業利益は30億円、同経常利益は31億円で、同純利益は14億円と予想しております。 

  

1.資産・負債・純資産の状況 

 
  

当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ11億５千９百万円減少し279億６千２百万

円となり、固定資産は１億１千５百万円増加し669億５千８百万円となりました。資産合計では10億４

千４百万円減少し949億２千１百万円となりました。  

 固定資産が増加した主な理由は、放送設備等の償却進行に伴う減少要因もありましたが、投資有価証

券の取得による増加によるものです。  

 流動負債は10億１百万円減少し124億９千２百万円となり、固定負債は15億９千万円減少し277億２千

８百万円となりました。負債合計は25億９千１百万円減少し402億２千万円となりました。  

 負債が減少した主な理由は、借入金の返済などによる流動負債の減少や、リース債務などの減少によ

る固定負債の減少によるものです。  

 純資産合計は15億４千７百万円増加し547億円となりました。  

  

(2) 財政状態に関する分析

（単位：百万円）

前連結会計年度末 当連結会計年度末 増減

流動資産 29,121 27,962 △1,159

固定資産 66,843 66,958 115

資産合計 95,965 94,921 △1,044

流動負債 13,493 12,492 △1,001

固定負債 29,319 27,728 △1,590

負債合計 42,812 40,220 △2,591

純資産合計 53,152 54,700 1,547
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2.キャッシュ・フローの状況 

 
  

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により76億２千６百万円の収入となり、

投資活動により27億４千２百万円の支出となり、財務活動により29億３千６百万円の支出となりまし

た。 

 この結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末より19億４千７百

万円増加の126億６千６百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。  

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益や減価償却費が計上されたことなど

により、76億２千６百万円の収入となりました。  

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却による収入などがありましたが、投資有価証

券の取得による支出などがあり、27億４千２百万円の支出となりました。  

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済やリース債務の返済などがありましたので、29

億３千６百万円の支出となりました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
(注) 1.自己資本比率：自己資本／総資産 

   2.時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   3.キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   4.インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

＊営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー 

 を使用しております。 

＊有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を 

 対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額 

 を使用しております。 

（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,229 7,626

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,574 △2,742

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,597 △2,936

現金及び現金同等物の増減額 △4,942 1,947

現金及び現金同等物の期末残高 10,718 12,666

前連結会計年度 当連結会計年度

自己資本比率 52.6 54.6

時価ベースの自己資本比率 36.4 20.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 6.0 1.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ 9.1 32.0
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当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと考えております。利益の配分につき

ましては、安定的な配当を行うことを基本方針としつつ、業績等を勘案した上で、記念すべき節目など

には、増配等をおこなってまいりました。また一方で、中継局の新設などデジタル化の事業展開を踏ま

え、引き続き内部留保による財務体質の充実に努め、経営基盤の強化を図っております。 

 当社は、上記の方針と業績および、平成23年3月15日に創立60周年を迎えることなどを勘案して、当

期の期末配当につきましては、１株につき45円の普通配当に、１株につき10円の創立60周年記念配当を

加えた55円とさせていただく予定です。これにより、既にお支払済みの中間配当金１株につき45円とあ

わせて、通期の配当は、１株につき100円となる見込みです。 

 今後につきましても、企業価値の向上に努め、より一層、株主の皆様のご期待にお応えしてまいりま

す。 

  

新たなリスク等で記載すべき該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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(1)事業の状況 

当社、当社のその他の関係会社である㈱朝日新聞社はそれぞれに子会社、関連会社から構成される企業

集団等を有し、放送、新聞、文化等広範囲に事業を行っております。 

当社の企業集団等は当社、子会社９社、関連会社２社（当社グループ）で構成されることとなり、放送

法に定めるテレビ及びラジオ放送、放送番組の制作等の放送事業、住宅展示場事業等のハウジング事業、

ゴルフ事業等を行っております。 

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

  

 
  

(2)関係会社の状況 

 
(注) １ 特定子会社に該当しております。 

２ 間接所有による被所有割合0.2％を含めて記載しております。 

３ 議決権の被所有割合は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を受けているため、その他の関係会社

としたものであります。 

４ 有価証券報告書を提出しております。 

  

2. 企業集団の状況

区分 主要な会社

放送事業 

・放送その他の関連事業 

 放送、番組企画・編成・制作ならびに販売、 

 放送番組素材の編集ならびに管理等 

 

当社

㈱スカイ・エー

㈱エー・ビー・シーメディアコム

㈱エー・ビー・シーリブラ

㈱デジアサ

その他２社

(会社数 計７社)

ハウジング事業 

・住宅展示場等の企画・運営ならびに管理等

エー・ビー・シー開発㈱

ハウジングサポート㈱

(会社数 計２社)

ゴルフ事業 

・ゴルフ場の経営

㈱ＡＢＣゴルフ倶楽部

(会社数 計１社)

その他の事業 

・不動産の賃貸・管理等

㈱エー・ビー・シー興産

㈱リバティ・コンサーツ

(会社数 計２社)

名称 住所
資本金 

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の 

所有(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(連結子会社)

㈱スカイ・エー 大阪市福島区 500 放送事業 70.2 ―
役員の兼任４名 

貸付金あり

㈱エー・ビー・シー 

メディアコム
大阪市福島区 50 放送事業 100.0 ― 役員の兼任１名

㈱エー・ビー・シー 

リブラ
大阪市福島区 20 放送事業 100.0 ―

エー・ビー・シー開発㈱
大阪市福島区 145 ハウジング事業 62.0 ― 役員の兼任１名

㈱ＡＢＣゴルフ倶楽部

(注)１
兵庫県加東市 1,279 ゴルフ事業 94.6 ― 役員の兼任３名

(その他の関係会社)

㈱朝日新聞社

(注)２,３,４
大阪市北区 650 新聞業 2.3 15.1 役員の兼任１名
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事業の系統図は次のとおりであります。 
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(1) 会社経営の基本方針  

 当社グループは中核事業である放送事業において「平和と自由の精神を貫き、地域社会と文化の向上

につくすこと」「社会の信頼にこたえ、真実を正しく伝えること」「良識と知性を高め、楽しさと安ら

ぎの番組を放送すること」などを信条に、基幹メディアとしての役割を果たすべく努力を重ねていま

す。  

 当社グループは「変化に対応しながら進化を続け、強力な創造集団として社会の発展に寄与する」と

いう経営方針の下、グループとしての総合力向上に努めてまいります。また、企業倫理の徹底が放送事

業者には特に厳しく求められるいま、コンプライアンスの確立に努め、視聴者、聴取者や広告主から、

より親しまれるとともに、より信頼される朝日放送グループの創造に邁進してまいります。  

 平成２３年のデジタル放送への完全移行に向けて放送を取り巻く環境は大きく変わろうとしていま

す。今後なお一層、株主の皆様のご期待に沿えますよう、グループ全体として経営基盤の強化と企業価

値の向上に努めてまいります。  

  

(2) 目標とする経営指標  

 当社グループの中核事業は放送事業でありますが、その主要な収益源であるテレビ広告収入は景気状

況や番組視聴率に大きく左右される側面があります。社内では、様々な経営指標を検討しており、今後

とも当社グループの売上高に最も寄与する視聴率の向上に努め、グループ全体での収益性を高めるべく

事業を進めてまいります。 

  

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び会社が対処すべき課題  

①変化に対応する強力な創造集団  

 当社のテレビ番組は、当期の全日、プライム、プライム２の時間区分でトップとなり、３年連続三冠

と好調を続けております。「デジタル時代の創造工場」の位置付けで稼動した新社屋も当期に２年目を

迎え、順調にその役割を果たしております。 

 一方で、デジタル化の時代においては、メディア業界全体の事業環境も大きく変化しており、当社が

主たる事業基盤を置く放送の分野も著しく変化しております。 

 そうした中、当社は収益の源泉を第一義的にコンテンツ力に求め、良質で強力なコンテンツの開発や

コンテンツ価値の最大化に努めるとともに、費用の効率的運用の継続と経営資源の選択と集中により、

激しく変化する外部環境に迅速に対処できる「強力な創造集団」を形成してまいります。 

  

②コンテンツを核とする収益力の強化 

 当社がこれまで培ってきた高い制作力と高価値のコンテンツを、より効率的に収益につなげるべく、

新たな事業年度においては、総合的に収益拡大を担う部署として「総合ビジネス局」を発足させまし

た。 

 これまで当社は、テレビ放送、ラジオ放送に次ぐ「第３の収入の柱」として、ライツビジネス、デジ

タルメディア、通販、ＣＤ・ＤＶＤ販売、映画出資等の「コンテンツ関連収入」の拡大に努めてまいり

ましたが、これを発展的に進め、ひとつのコンテンツの多様な展開をトータルなビジネスプランととら

え、これまで重層的に分かれていたコンテンツ販売にかかわる各部署を集約し連携を高めることで、機

動的、積極的、ダイナミックに収益向上を目指します。 

3. 経営方針
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 また、朝日放送グループ内各社との連携を強化して、グループとしての総合力を高める一方、新たな

収益機会を求め、グループ外の他社とのアライアンスを含む協力関係の構築を図り、更なるビジネス展

開に努めてまいります。 

  

③地上デジタルテレビ放送 

 地上デジタルテレビ放送が開始され、６年半が経過しました。平成２３年７月にはアナログ放送停

波、デジタル放送完全移行が予定されており、現在、当社ではその普及促進に注力するとともに、放送

エリア（近畿圏）内でのカバー率の向上のため中継局の建設を順次進めています。 

 平成２１年度には５０局の中継局を開設しました。現在、生駒山親局のほか中継局は９８局となり、

放送エリア内の世帯カバー率は約９７％となっています。平成２２年度には４７局の中継局の開設を計

画しており、平成２２年１２月までには合計１４５局の中継局を開設し、現行アナログテレビ放送のエ

リア内を１００％カバーする予定です。 

 また、当社では地上デジタルテレビ放送の特性を生かした、放送番組のＨＤ（高精細度）化を進め、

現在、放送時間のほぼ１００％をピュアＨＤ化しております。 

 今後も放送エリア内でのカバー率向上、受信機の多様化への対応などを進めながら、平成２３年のア

ナログ放送終了に向け、優れた番組を発信していきます。 

  

④内部統制システムの充実 

 放送を取り巻く様々なリスクに対応するため、「危機管理対策会議」とその下に「放送番組検討委員

会」「放送問題対策委員会」など４つの委員会を編成し、放送倫理の向上と危機管理体制の更なる充実

を目指しております。 

 コンプライアンス面では、グループ全体としてコンプライアンスルールの研修等に積極的に取り組

み、朝日放送グループの社会的責任を果たす所存です。また、財務報告に係る内部統制報告制度への対

応として、有効性のある「財務報告に係る内部統制」を構築しております。 

 今後も適切な業務運営に邁進してまいります。 

  

⑤グループ戦略 

 朝日放送グループは、変化に対応しながら進化を続け、強力な創造集団として、社会の発展に寄与す

ることを、経営方針として掲げております。当社と関連会社が役割を分担、協力し、グループとして総

合力を高めるべく、「グループ戦略」及び「関係会社管理規則」に基づいて、グループ運営を強化して

おります。 

 また、企業コンプライアンスや内部統制においても、グループ全体での対応を図っております。放送

業界を取り巻く環境の現状と今後の方向性について、共通の認識を持ち、グループ全体としての総合力

向上に努めてまいります。 

  

⑥人材の育成 

 当社は、テレビ番組、ラジオ番組、イベント事業など、様々な分野で関西トップの支持と信頼をいた

だいております。今後も「強力な創造集団」として、より一層、コンテンツ制作力を強化すべく、これ

まで培ってきた多くのノウハウ、技術を次の世代に伝え、創造力豊かな人材の育成に取り組みます。 
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 4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,329 7,526

受取手形及び売掛金 11,496 11,732

有価証券 5,493 5,479

たな卸資産 ※1 1,111 ※1 1,374

短期貸付金 19 17

繰延税金資産 497 578

その他 3,181 1,275

貸倒引当金 △9 △22

流動資産合計 29,121 27,962

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2 35,050 ※2 35,039

減価償却累計額 △10,099 △10,924

建物及び構築物（純額） 24,951 24,115

機械装置及び運搬具 ※2 17,150 ※2 17,380

減価償却累計額 △11,601 △12,469

機械装置及び運搬具（純額） 5,549 4,911

工具、器具及び備品 2,061 2,010

減価償却累計額 △1,247 △1,374

工具、器具及び備品（純額） 814 635

土地 10,644 10,568

リース資産 7,663 7,663

減価償却累計額 △727 △1,595

リース資産（純額） 6,935 6,068

建設仮勘定 218 107

有形固定資産合計 49,113 46,406

無形固定資産

のれん 133 99

ソフトウエア 1,549 1,322

その他 96 207

無形固定資産合計 1,779 1,629

投資その他の資産

投資有価証券 ※3 7,156 ※3, ※4 11,281

長期貸付金 49 61

長期前払費用 1,736 1,468

繰延税金資産 5,389 4,509

その他 1,642 1,623

貸倒引当金 △24 △22

投資その他の資産合計 15,950 18,922

固定資産合計 66,843 66,958

資産合計 95,965 94,921
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 700 200

1年内返済予定の長期借入金 3,190 2,030

リース債務 841 867

未払金 6,276 5,790

未払費用 1,150 1,311

未払法人税等 104 290

役員賞与引当金 13 9

設備関係支払手形 115 12

その他 ※5 1,102 ※5 1,981

流動負債合計 13,493 12,492

固定負債

長期借入金 2,060 2,030

リース債務 6,523 5,642

退職給付引当金 10,801 10,777

環境対策引当金 57 45

負ののれん 516 345

長期預り保証金 8,763 8,452

その他 596 435

固定負債合計 29,319 27,728

負債合計 42,812 40,220

純資産の部

株主資本

資本金 5,299 5,299

資本剰余金 3,610 3,610

利益剰余金 40,981 42,218

自己株式 △0 △0

株主資本合計 49,891 51,128

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 544 700

評価・換算差額等合計 544 700

少数株主持分 2,717 2,872

純資産合計 53,152 54,700

負債純資産合計 95,965 94,921
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(2)【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

売上高 80,284 76,068

売上原価 ※1 54,970 ※1 51,102

売上総利益 25,314 24,965

販売費及び一般管理費 ※2 25,494 ※2 22,645

営業利益又は営業損失（△） △179 2,320

営業外収益

受取利息及び配当金 206 125

負ののれん償却額 171 171

その他 82 100

営業外収益合計 460 397

営業外費用

支払利息 244 233

固定資産処分損 164 30

その他 22 7

営業外費用合計 431 271

経常利益又は経常損失（△） △150 2,446

特別利益

固定資産売却益 ※3 56 －

投資有価証券売却益 13 588

その他 － 26

特別利益合計 69 615

特別損失

固定資産売却損 － ※4 21

減損損失 － ※5 153

投資有価証券評価損 1,454 5

投資有価証券売却損 57 －

本社移転費用 240 －

その他 139 12

特別損失合計 1,892 193

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失
（△）

△1,974 2,867

法人税、住民税及び事業税 401 422

法人税等還付税額 △203 △27

法人税等調整額 179 693

法人税等合計 377 1,088

少数株主利益 189 165

当期純利益又は当期純損失（△） △2,540 1,613
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,299 5,299

当期末残高 5,299 5,299

資本剰余金

前期末残高 3,610 3,610

当期末残高 3,610 3,610

利益剰余金

前期末残高 43,875 40,981

当期変動額

剰余金の配当 △418 △376

連結範囲の変動 11 －

合併による増加 53 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,540 1,613

当期変動額合計 △2,893 1,236

当期末残高 40,981 42,218

自己株式

前期末残高 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 52,784 49,891

当期変動額

剰余金の配当 △418 △376

連結範囲の変動 11 －

合併による増加 53 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,540 1,613

当期変動額合計 △2,893 1,236

当期末残高 49,891 51,128
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 607 544

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△63 155

当期変動額合計 △63 155

当期末残高 544 700

評価・換算差額等合計

前期末残高 607 544

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△63 155

当期変動額合計 △63 155

当期末残高 544 700

少数株主持分

前期末残高 2,462 2,717

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 255 155

当期変動額合計 255 155

当期末残高 2,717 2,872

純資産合計

前期末残高 55,854 53,152

当期変動額

剰余金の配当 △418 △376

連結範囲の変動 11 －

合併による増加 53 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,540 1,613

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 191 310

当期変動額合計 △2,701 1,547

当期末残高 53,152 54,700
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△1,974 2,867

減価償却費 3,640 4,057

減損損失 － 153

のれん償却額 33 33

負ののれん償却額 △171 △171

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16 11

退職給付引当金の増減額（△は減少） △58 △23

受取利息及び受取配当金 △206 △125

支払利息 244 233

固定資産処分損益（△は益） 164 30

固定資産売却損益（△は益） △56 21

移転費用 240 －

投資有価証券評価損益（△は益） 1,454 5

投資有価証券売却損益（△は益） 44 △588

売上債権の増減額（△は増加） 2,149 △235

たな卸資産の増減額（△は増加） △146 △263

仕入債務の増減額（△は減少） △710 △297

その他 △1,085 2,006

小計 3,546 7,716

利息及び配当金の受取額 199 126

利息の支払額 △245 △238

法人税等の支払額 △1,474 △286

法人税等の還付額 203 308

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,229 7,626

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △200 △300

定期預金の払戻による収入 200 200

有価証券の取得による支出 △3,097 △1,000

有価証券の売却による収入 2,797 2,899

有形固定資産の取得による支出 △6,930 △1,221

有形固定資産の売却による収入 2,417 127

無形固定資産の取得による支出 △1,113 △144

投資有価証券の取得による支出 △57 △4,131

投資有価証券の売却による収入 137 819

貸付けによる支出 △73 △61

貸付金の回収による収入 45 51

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

※2 162 －

その他 138 19

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,574 △2,742
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △500

長期借入れによる収入 － 2,000

長期借入金の返済による支出 △320 △3,190

配当金の支払額 △418 △376

少数株主への配当金の支払額 △14 △15

リース債務の返済による支出 △844 △854

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,597 △2,936

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,942 1,947

現金及び現金同等物の期首残高 15,554 10,718

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の増
加額

107 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 10,718 ※1 12,666
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    該当事項はありません。 

  

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 ５社

   連結子会社の名称

    ㈱エー・ビー・シーメディアコム

    ㈱エー・ビー・シーリブラ

    ㈱スカイ・エー

    エー・ビー・シー開発㈱

    ㈱ＡＢＣゴルフ倶楽部

  (注) ㈱スカイ・エーは平成20年４月１日の株式取

得に伴い当連結会計年度より連結子会社となり

ました。

 

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 ５社

   連結子会社の名称

    ㈱エー・ビー・シーメディアコム

    ㈱エー・ビー・シーリブラ

    ㈱スカイ・エー

    エー・ビー・シー開発㈱

    ㈱ＡＢＣゴルフ倶楽部

  

    

 (2) 主要な非連結子会社名

    ㈱デジアサ

   連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 (2) 主要な非連結子会社名

    ㈱デジアサ

   連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会社 なし

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会社 なし

 
 (2) 持分法を適用した関連会社数 なし

  (注) ㈱スカイ・エーは当連結会計年度から連結子

会社になったことに伴い、持分法の適用範囲か

ら除外しております。

 
 (2) 持分法を適用した関連会社数 なし

  

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名称

    ㈱カガミ

   持分法を適用しない理由

   持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため持分法の適用から除外して

おります。

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名称

    ㈱カガミ

   持分法を適用しない理由

   持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため持分法の適用から除外して

おります。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の事業年度の末日が連結決算日と異なる

ものはありません。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

     決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算定)

     時価のないもの

     総平均法に基づく原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

同左

     時価のないもの

同左

朝日放送㈱（9405）　平成22年３月期　決算短信

19



前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

  ② たな卸資産

    番組勘定については、個別法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

り、その他については主として移動平均法に基づ

く原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）により評価しております。

  ② たな卸資産

    番組勘定については、個別法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

り、その他については主として移動平均法に基づ

く原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）により評価しております。

 （会計方針の変更）

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９

号）を当連結会計年度から適用し、評価基準につい

ては、原価法から原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）に変更しております。 

 これにより、税金等調整前当期純損失は35百万円

増加しております。

 

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産（リース資産を除く）

    主に、定額法によっております。

    なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物   10～50年

機械装置及び運搬具 ５～15年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産（リース資産を除く）

    主に、定額法によっております。

    なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物   10～50年

機械装置及び運搬具 ５～15年

  （会計方針の変更）

  従来、当社は有形固定資産の減価償却方法につい

て、定率法（平成10年4月1日以降取得した建物（建

物付属設備は除く）は定額法）を採用しておりまし

たが、当連結会計年度より定額法へ変更しておりま

す。 

  この変更は、放送機器のデジタル化が進行してい

ること、また、当社の本社移転を契機に資産の使用

実態を調査した結果、長期的かつ安定的に使用され

ており、かつ、機能維持のための修繕維持費が各期

間で同程度に発生していることが明らかになったた

め、適正な費用配分方法を検討した結果、投資効果

が平均的に生ずると見込まれるため定額法が合理的

であると判断したことによるものであります。 

  この結果、従来の方法と比較して、当連結会計年

度の減価償却費は1,861百万円減少し、営業損失、

経常損失及び税金等調整前当期純損失がそれぞれ同

額減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載しております。
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前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

  （追加情報） 

  当社は、機械装置に含まれる放送設備について、

過年度の使用年数を調査し、また、今後の技術革新

のスピードアップや設備更新のサイクルなどの状況

も鑑み、当連結会計年度に耐用年数を変更し、従来

の６年から５～８年に変更しております。 

 この結果、従来の方法と比較して、当連結会計年

度の減価償却費は237百万円減少し、営業損失、経

常損失及び税金等調整前当期純損失がそれぞれ同額

減少しております。  

 なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載しております。

 

 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く）

    定額法によっております。

    なお、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

  ② 無形固定資産（リース資産を除く）

同左

    

  ③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産

 リース期間を耐用年数とし、リース期間満了時

の処分見積価額を残存価額とする定額法（リース

期間定額法）を採用しております。

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース開始日が企業会計基準第13号「リ

ース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

  ③ リース資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    金銭債権の貸倒れによる損失に備えて以下の基

準で計上しております。

   一般債権

    貸倒実績率による計算額を計上しております。

   貸倒懸念債権及び破産更生債権

    個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    金銭債権の貸倒れによる損失に備えて以下の基

準で計上しております。

   一般債権

同左

   貸倒懸念債権及び破産更生債権

同左

  ② 役員賞与引当金

    役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度末における支給見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

  ② 役員賞与引当金

同左

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職金の支給に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上しております。

    数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による按分額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度より費用処理することとしてお

ります。 

 また、過去勤務債務については、発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）

による按分額を発生時から費用処理することとし

ております。

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職金の支給に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上しております。

    数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による按分額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度より費用処理することとしてお

ります。 

 また、過去勤務債務については、発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）

による按分額を発生時から費用処理することとし

ております。
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前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 （追加情報） 

  当社は、退職金制度の一部について、平成20年5

月19日付けで、税制適格退職年金制度から確定給付

企業年金制度に改定しております。この結果、従来

の方法と比較して、当連結会計年度の退職給付費用

が146百万円減少し、営業損失、経常損失及び税金

等調整前当期純損失がそれぞれ同額減少しておりま

す。

 

  

 

  

 

  

 

  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正(その３)」(企業会計基準第19号 平成20年７

月31日)を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益に与える影響はありません。

  ④ 環境対策引当金

    「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推

進に関する特別措置法」により、今後発生が見込

まれるＰＣＢ廃棄物の処理損失に備えるため、当

該損失見込額を計上しております。

  ④ 環境対策引当金

同左

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

方法

    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

方法

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについ

て、特例処理を採用しております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段

     金利スワップ取引

    ヘッジ対象

     金利変動によるリスクのある借入金

  ③ ヘッジ方針

    借入金の残高を超えない範囲での金利スワップ

のみを行うこととしております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

    金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため有効性の判定を省略しております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段

同左

    ヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

  のれん及び負ののれんは５年間で均等償却しており

ます。

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

  

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に満

期日又は償還日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資から構成されております。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

朝日放送㈱（9405）　平成22年３月期　決算短信

22



(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 

 
  

 
  

(会計方針の変更)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ リース取引に関する会計基準の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１

月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適

用指針第16号）を、当連結会計年度から適用し、所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更してお

ります。また、所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産の減価償却の方法については、リ

ース期間を耐用年数とし、リース期間満了時の処分見

積価額を残存価額とする定額法（リース期間定額法）

を採用しております。 

 これに伴い、当連結会計年度の営業損失が103百万円

減少し、経常損失及び税金等調整前当期純損失がそれ

ぞれ70百万円増加しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

 

───

(表示方法の変更)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において、流動負債「買掛金及び未

払金」として掲記されていたものは、EDINET へのXBRL

導入に伴い連結財務諸表の比較可能性を向上するた

め、当連結会計年度より「未払金」として掲記し、買

掛金は「その他」に含めております。なお、前連結会

計年度の「買掛金及び未払金」に含まれる「買掛金」

「未払金」はそれぞれ22百万円、9,013百万円でありま

す。

───

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示しておりました「法人税等還付税

額」（前連結会計年度8百万円）は、金額的重要性が増

したため、当連結会計年度においては区分掲記してお

ります。

───
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

※１ 流動資産「たな卸資産」の内訳は下記のとおりで

あります。

番組勘定 1,051百万円

商品 16

貯蔵品 43

計 1,111

※１ 流動資産「たな卸資産」の内訳は下記のとおりで

あります。

番組勘定 1,330百万円

商品 6

貯蔵品 37

計 1,374

※２ 中継局建設補助金により取得した資産について、

次の圧縮記帳額が取得価額より控除されておりま

す。

建物及び構築物 180百万円

機械装置及び運搬具 111

計 292

※２ 中継局建設補助金により取得した資産について、

次の圧縮記帳額が取得価額より控除されておりま

す。

建物及び構築物 178百万円

機械装置及び運搬具 111

計 289

※３ 投資有価証券に含まれている非連結子会社及び関

連会社の株式は197百万円であります。

※３ 投資有価証券に含まれている非連結子会社及び関

連会社の株式は191百万円であります。

※４
───

※４ 担保に供している資産及び担保に係る債務は次の

とおりであります。 

 (1)担保に供している資産 

   投資有価証券         651百万円 

 (2)担保に係る債務 

   当連結会計年度末日現在、対応する債務はあ 

  りません。 

※５ 流動負債「その他」には下記が含まれておりま

す。

買掛金 4百万円

※５ 流動負債「その他」には下記が含まれておりま

す。

買掛金 3百万円

 ６ 銀行借入等に対する保証債務は次のとおりであり

ます。

従業員 858百万円

 ６ 銀行借入等に対する保証債務は次のとおりであり

ます。

従業員 739百万円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１ 引当金繰入額のうち、売上原価に計上したものは

下記のとおりであります。

退職給付引当金繰入額 817百万円

※１ 引当金繰入額のうち、売上原価に計上したものは

下記のとおりであります。

退職給付引当金繰入額 1,026百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要項目は下記のとおり

であります。

代理店手数料 10,878百万円

事業宣伝費 1,937

人件費

 退職給付引当金繰入額 400

 その他 4,959

計 5,359

役員賞与引当金繰入額 13

※２ 販売費及び一般管理費の主要項目は下記のとおり

であります。

代理店手数料 10,455百万円

事業宣伝費 1,422

人件費

 退職給付引当金繰入額 493

 その他 4,477

計 4,971

役員賞与引当金繰入額 9

※３ 固定資産売却益は、旧本社周辺の土地の売却によ

るものであります。

※３
───

※４

───

※４ 固定資産売却損は、旧本社周辺の建物・土地の  
  売却によるものであります。

※５ 当連結会計年度において、当社グループはハウジ

ング事業について以下の減損損失（153百万円）を

計上いたしました。 

 場所   埼玉県川口市他 

 用途   住宅展示場 

 種類   長期前払費用 

 減損損失 153百万円 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す

最小の単位として、放送事業、ゴルフ事業について

は事業の種類別区分をその単位として、ハウジング

事業については住宅展示場ごとに区分しておりま

す。また、賃貸用資産及び遊休資産については個別

物件単位によって、資産のグルーピングをしており

ます。 

 当連結会計年度においては、住宅展示場のうち四

会場で営業活動から生じる損益が継続してマイナス

であるため、帳簿価額について回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失に計上しております。 

 なお、回収可能価額は使用価値を使用しており、

将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、具

体的な割引率の算定は行っておりません。 
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,183,300 ― ― 4,183,300

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 40 ― ― 40

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月26日 
定時株主総会

普通株式 230 55 平成20年３月31日 平成20年６月27日

平成20年11月６日 
取締役会

普通株式 188 45 平成20年９月30日 平成20年12月４日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 188 45 平成21年３月31日 平成21年６月26日
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,183,300 ― ― 4,183,300

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 40 ― ― 40

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 
定時株主総会

普通株式 188 45 平成21年３月31日 平成21年６月26日

平成21年11月５日 
取締役会

普通株式 188 45 平成21年９月30日 平成21年12月３日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年6月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 230 55 平成22年３月31日 平成22年６月28日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,329百万円

有価証券勘定 5,493

計 12,823

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△210

運用期間が３ヶ月を超える 
有価証券

△1,894

現金及び現金同等物 10,718
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,526百万円

有価証券勘定 5,479

計 13,006

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△310

運用期間が３ヶ月を超える 
有価証券

△30

現金及び現金同等物 12,666

 

※２ 株式の取得により新たに連結会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに㈱スカイ・エーを連結子

会社にしたことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに同社取得に伴う支出との関係

流動資産 1,321百万円

固定資産 100

のれん 166

流動負債 △361

固定負債 △783

少数株主持分 △82

新規連結子会社株式の取得

価額
360

新規連結子会社の前連結会
計年度末の取得価額

△0

新規連結子会社の現金及び
現金同等物の残高

△522

新規連結子会社の取得によ

る収入
162

※２ 

───
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前連結会計年度 

(平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、同一事業系列に属する連結会社を集約して区分しております。 

２ 各事業の主な内容 

 
３ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成6年1月18日 最終改正平成19年3月30日

企業会計基準適用指針第16号）を適用しております。これに伴い、当連結会計年度の放送事業にかかる営業

損失が103百万円減少しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース開始日が企業会計基準第13号「リース取引

に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、減価償却方法

を変更しております。これに伴い、従来の方法と比較して、当連結会計年度の放送事業にかかる営業損失が

1,861百万円減少しております。 

６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、有形固定資産

の一部について耐用年数を変更しております。これに伴い、従来の方法と比較して、当連結会計年度の放送

事業にかかる営業損失が237百万円減少しております。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

放送事業 
(百万円)

ハウジング
事業 

(百万円)

ゴルフ事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

70,461 8,879 944 80,284 ─ 80,284

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

433 86 61 581 (581) ─

計 70,894 8,965 1,006 80,866 (581) 80,284

  営業費用 72,030 8,116 899 81,046 (581) 80,464

 営業利益又は営業損失(△) △1,135 849 106 △179 ─ △179

Ⅱ 資産、減価償却費、減 
  損損失及び資本的支出

   資産 80,214 6,736 9,984 96,936 (971) 95,965

   減価償却費 2,986 563 91 3,640 ─ 3,640

   資本的支出 8,104 802 71 8,978 ─ 8,978

 (1) 放送事業 テレビ、ラジオ放送事業及び関連事業

 (2) ハウジング事業 住宅展示場運営事業及び関連事業

 (3) ゴルフ事業 ゴルフ場運営事業
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当連結会計年度 

(平成21年４月１日～平成22年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、同一事業系列に属する連結会社を集約して区分しております。 

２ 各事業の主な内容 

 
３ 減価償却費、減損損失及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。 

  

前連結会計年度 

(平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありません。 

  

当連結会計年度 

(平成21年４月１日～平成22年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありません。 

  

  

前連結会計年度 

(平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

当連結会計年度 

(平成21年４月１日～平成22年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

放送事業 
(百万円)

ハウジング
事業 

(百万円)

ゴルフ事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

66,978 8,215 874 76,068 ― 76,068

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

336 60 44 441 (441) 0

計 67,314 8,276 918 76,509 (441) 76,068

  営業費用 65,718 7,589 881 74,189 (441) 73,747

    営業利益 1,596 686 37 2,320 ─ 2,320

Ⅱ 資産、減価償却費、減 
  損損失及び資本的支出

   資産 79,385 6,423 9,784 95,593 (672) 94,921

   減価償却費 3,410 555 91 4,057 ─ 4,057

   減損損失 ─ 153 ─ 153 ─ 153

   資本的支出 949 325 30 1,305 ─ 1,305

 (1) 放送事業 テレビ、ラジオ放送事業及び関連事業

 (2) ハウジング事業 住宅展示場運営事業及び関連事業

 (3) ゴルフ事業 ゴルフ場運営事業

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ ファイナンス・リース取引（借手側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 （1）リース資産の内容

 有形固定資産

 放送事業における放送設備（機械装置及び運搬具）で

あります。

１ ファイナンス・リース取引（借手側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 （1）リース資産の内容

 有形固定資産

            同左

 （2）リース資産の減価償却の方法

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 

会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 （2）リース資産の減価償却の方法

            同左 

  

 

 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

506 171 335

工具、器具 
及び備品

112 69 42

ソフトウェ
ア

6 1 5

合計 625 242 382

取得価額相当額は有形固定資産及び無形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、「支払利子込み法」によ

っております。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

473 215 257

工具、器具
及び備品

84 59 25

ソフトウェ
ア

6 2 3

合計 565 278 286

取得価額相当額は有形固定資産及び無形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、「支払利子込み法」によ

っております。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 96百万円

１年超 286

計 382

未経過リース料期末残高相当額は有形固定資産

及び無形固定資産の期末残高等に占めるその割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 85百万円

１年超 201

計 286

未経過リース料期末残高相当額は有形固定資産

及び無形固定資産の期末残高等に占めるその割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 113百万円

減価償却費相当額 113

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 97百万円

減価償却費相当額 97

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

            同左
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前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

２ オペレーティング・リース取引

  借手側

   未経過リース料

１年以内 2,231百万円

１年超 7,082

計 9,313
 

２ オペレーティング・リース取引

  借手側

   未経過リース料

１年以内 2,285百万円

１年超 10,902

計 13,188

  貸手側

   未経過リース料

１年以内 817百万円

１年超 293

計 1,110

  貸手側

   未経過リース料

１年以内 844百万円

１年超 2,817

計 3,662
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前連結会計年度(平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

（追加情報） 

 当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

  

 １ 関連当事者との取引 

 (1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

  (ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

     重要な取引はありません。 

  

    (イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

       重要な取引はありません。 

  

  (ウ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関

    係会社の子会社等 

       重要な取引はありません。 

  

   (エ) 連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等 
 

 (注) １ 上記の取引金額に消費税等は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等が含まれております。 

 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針 

   ネットワーク系列局間の協定に基づく料金で取引しております。 
  

  (2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

  重要な取引はありません。 

  

  ２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 (1) 親会社情報 

 該当事項はありません。 

  

 (2) 重要な関連会社の要約財務情報 

 該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度(平成21年４月１日～平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称 
又は氏名

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有)割合

関連当事者 
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者

君和田正夫 ― ―

当社取締役
㈱テレビ朝
日代表取締
役社長

なし
番組の販売 
および購入

ネットワーク 
放送時間の販売

4,552 売掛金 285

ネットワーク 
放送時間の仕入

2,967 未払金 342
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (1) 流動の部

繰延税金資産

 未払費用 385百万円

 未払事業税 8

 その他 121

 繰延税金資産小計 515

 評価性引当額 △17

 繰延税金資産合計 497

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (1) 流動の部

繰延税金資産

未払費用 457百万円

未払事業税 37

その他 89

繰延税金資産小計 583

評価性引当額 △5

繰延税金資産合計 578

 

 (2) 固定の部

繰延税金資産

 退職給付引当金 4,326百万円

 投資有価証券 1,270

 有形固定資産 168

 繰越欠損金 1,129

 その他 436

 繰延税金資産小計 7,330

 評価性引当額 △1,384

 繰延税金資産合計 5,945

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △376

 土地の評価差額金 △107

 固定資産圧縮積立金 △71

 繰延税金負債合計 △555

繰延税金資産の純額 5,389

 (2) 固定の部

繰延税金資産

退職給付引当金 4,320百万円

投資有価証券 988

有形固定資産 230

繰越欠損金 437

その他 350

繰延税金資産小計 6,327

評価性引当額 △1,160

繰延税金資産合計 5,166

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △477

土地の評価差額金 △107

固定資産圧縮積立金 △71

繰延税金負債合計 △656

繰延税金資産の純額 4,509

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入され 
ない項目

△6.0

受取配当金等永久に益金に算入 
されない項目

1.3

住民税均等割 △0.9

評価性引当額の増加 △55.8

その他 1.7

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

△19.1

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入され 
ない項目

2.8

受取配当金等永久に益金に算入 
されない項目

△0.8

住民税均等割 0.6

評価性引当額の減少 △2.9

のれんの償却額（純額） △2.0

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

38.0
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当連結会計年度(平成21年４月１日～平成22年３月31日) 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年３月10日 企業会計

基準第10号）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成20年３月

10日 企業会計基準適用指針第19号）を適用しております。 

  

１. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀

行借入によっております。デリバティブ取引については、借入金の金利変動リスクを回避するために

利用し、投機的な取引は行なっておりません。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資

有価証券は、主に債券や事業等において関連する企業の株式であり、市場価格の変動リスク等に晒さ

れております。 

 営業債務である未払金は、１年以内の支払期日であります。短期借入金は主に営業取引に係る資金

調達であります。長期借入金、及びリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたも

のであり、償還日は決算日後、最長で７年後であります。預り保証金は主に入会預託金であり、返還

請求による流動性リスクに晒されております。 

 デリバティブ取引については、借入金を対象とした金利スワップ取引を行っております。取引の限

度額は、借入金の残高と同額としており、ヘッジ会計を適用しております。なお、ヘッジ会計に関す

るヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、前述の「４ 会計

処理基準に関する事項 (5)重要なヘッジの会計の方法」をご覧下さい。 

  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、売掛債権管理規程を定め、取引先毎に債権残高の確認と管理を行っておりま

す。有価証券については、資金運用規定を定めて、格付の高い債券のみを保有しているため、信用リ

スクは僅少であります。 

 デリバティブ取引については、その契約先を信用度の高い銀行・証券会社に限っており、相手先の

契約不履行によるリスクは僅少であります。 

  

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

一部の長期借入金の金利変動リスクに対して、金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実

施しております。有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財

務状況等を把握しております。 

 デリバティブ取引については、「デリバティブ取引を用いた市場リスク管理に関する取扱規程」に

従い、事前に経理局長及び担当取締役の承認を得ており、取引状況は経理局長及び担当取締役に定期

的に報告されております。 

  

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は適時に資金繰計画を作成・更新するなどの方法により、流動性リスクを管理しております。

  

(金融商品関係)
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

(5) 信用リスクの集中 

当期の連結決算日現在における営業債権のうち36％が特定の大型顧客に対するものであります。 

  

２. 金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次

表には含めておりません。（（注2）参照） 

（単位：百万円）

 
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

  

(3) 有価証券及び投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された

価格によっております。 

  

(4) 未払金、並びに(5)短期借入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

  

(6) 1年内返済予定の長期借入金、並びに(7)長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(10)参

照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。 

  

(8) リース債務 

 流動負債のリース債務と、固定負債のリース債務を一括して表示しております。時価については、支払リース料の

合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

  

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 7,526 7,526 ―

(2) 受取手形及び売掛金 11,732 11,732 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券

  その他有価証券 9,368 9,368 ―

資産計 28,626 28,626 ―

(4) 未払金 5,790 5,790 ―

(5) 短期借入金 200 200 ―

(6) 1年内返済予定の長期借入金 2,030 2,035 5

(7) 長期借入金 2,030 2,039 9

(8) リース債務 6,509 6,652 142

(9) 預り保証金 8,452 7,145 △1,306

負債計 25,011 23,861 △1,149

(10) デリバティブ取引 ― ― ―
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(9) 預り保証金 

 これらは預託金及び返済期間が確定している敷金保証金であります。これらについては、合理的と考えられる割引

率を用いて時価を算定しております。 

  

(10) デリバティブ取引 

 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(6)(7)参照）。 

  

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
これらは、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

  

（注3）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

 
  

（注4）長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

 非上場株式 7,392

 
 

１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内 
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 7,526 ― ― ―

受取手形及び売掛金 11,732 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

 ①債券 2,530 10 ― ―

 ②その他 2,950 ― ― ―

合計 24,738 10 ― ―

 
 

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内 
(百万円)

３年超４年以内 
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

５年超 
(百万円)

長期借入金 ― 20 2,010 ― ― ―

リース債務 867 892 917 942 967 1,922
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前連結会計年度(平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

  

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

   その他有価証券 
  

 
  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

(有価証券関係)

区分 取得原価(百万円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの
 ①株式 460 1,735 1,275

 ②債券

   国債・地方債等 129 130 0

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―
 ③その他 513 514 0

小計 1,103 2,380 1,276

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの
 ①株式 2,387 2,039 △348

 ②債券

   国債・地方債等 509 509 △0

   社債 1,799 1,794 △4

   その他 ― ― ―
 ③その他 ― ― ―

小計 4,697 4,343 △353

合計 5,800 6,723 923

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

137 13 57

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式 3,128
②譲渡性預金 2,100
③リース債権信託受益権 500

合計 5,728

内容
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

 ①債券
   国債・地方債等 600 40 ―

   社債 1,800 ― ―

   その他 ― ― ―
 ②その他 3,100 ― ―

合計 5,500 40 ―
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当連結会計年度(平成21年４月１日～平成22年３月31日) 

  

１ その他有価証券 

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

  

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの
 ①株式 2,821 1,424 1,396

 ②債券

   国債・地方債等 1,030 1,029 0

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―
 ③その他 15 15 0

小計 3,866 2,469 1,396

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの
 ①株式 1,042 1,252 △210

 ②債券

   国債・地方債等 1,509 1,509 △0

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―
 ③その他 2,950 2,950 ―

小計 5,502 5,712 △210

合計 9,368 8,181 1,186

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

 株式 819 588 ─
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前連結会計年度(平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

  
 １ 取引の状況に関する事項 

   (1)取引の内容 

    当グループでは、当社が、借入金を対象とした金利スワップ取引を利用しております。 

  (2)取引に対する取組方針 

    取引の限度額は、借入金の残高と同額としております。 

  (3)取引の利用目的 

    財務取引に係る将来の市場変動によるリスクをヘッジすることを目的としております。 

  (4)取引に係るリスクの内容 

    金利スワップ取引においては、将来の市場金利の変動によるリスクを有しておりますが、 

    当社の金利スワップ取引の契約先はいずれも信用度の高い銀行・証券会社に限っており、相 

    手先の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。 

  (5)取引に係るリスク管理体制 

    取引の管理は「デリバティブ取引を用いた市場リスク管理に関する取扱規程」に従い、当 

    社の経理センター財務グループにおいて行っております。規程に従い、取引は事前に経理局 

    長及び担当取締役の承認を得ており、取引状況は経理局長及び担当取締役に定期的に報告さ 

    れております。 
  
 ２ 取引の時価等に関する事項 

   当グループが利用するデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されるものでありますので注 

   記の対象から除いております。 

  

当連結会計年度(平成22年３月31日) 

  
 １ ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

   該当事項はありません。 
  

 ２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

   (1)金利関連 

 
 （注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジの対象とされている長期借入金と一体として処理され 

  ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計の 
方法

デリバティブ取引の
種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額のうち 
１年超(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップ 
の特例処理

金利スワップ取引 
 支払固定・ 
 受取変動

長期借入金 600 600 (注)
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてい

ます。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてい

ます。

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △23,278百万円

年金資産 8,851

未積立退職給付債務 △14,426

未認識過去勤務債務 △546

未認識数理計算上の差異 4,171

退職給付引当金 △10,801

 (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △23,210百万円

年金資産 10,059

未積立退職給付債務 △13,150

未認識過去勤務債務 △412

未認識数理計算上の差異 2,785

退職給付引当金 △10,777

 (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 791百万円

利息費用 461

期待運用収益 △279

過去勤務債務の費用処理額 △122

数理計算上の差異の費用処理額 387

退職給付費用 1,238

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、勤務費用に計上しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 754百万円

利息費用 458

期待運用収益 △220

過去勤務債務の費用処理額 △133

数理計算上の差異の費用処理額 660

退職給付費用 1,519

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、勤務費用に計上しております。

 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.5％

過去勤務債務の処理年数 5年

  発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、発生時から費用処理すること

としております。

数理計算上の差異の処理年数 10年

  発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.5％

過去勤務債務の処理年数 5年

  発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、発生時から費用処理すること

としております。

数理計算上の差異の処理年数 10年

  発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

該当事項はありません。 同左

(企業結合等関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

  

        該当事項はありません。

 

            同左
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△) 

  

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 12,056.51円 １株当たり純資産額 12,389.46円

１株当たり当期純損失(△) △607.30円 １株当たり当期純利益 385.70円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

項目
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

53,152 54,700

普通株式に係る純資産額
(百万円)

50,435 51,828

差額の主な内訳
 少数株主持分

(百万円)
2,717 2,872

普通株式の発行済株式数
(千株)

4,183 4,183

普通株式の自己株式数
(千株)

0 0

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株)
4,183 4,183

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円)
△2,540 1,613

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円)
△2,540 1,613

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

─ ─

普通株式の期中平均株式数
(千株)

4,183 4,183
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自  平成20年４月１日
至  平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

───

 

当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において株

式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。 

 

 当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

１  平成22年７月１日付をもって平成22年６月30日の株

主名簿に記録された株主の所有株式数を１株に付き10

株の割合をもって分割する。

２  分割により増加する株式数 普通株式37,649,700株

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合に

おける(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至  平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

１株当たり純資産額
1,205.65円

１株当たり純資産額
1,238.95円

１株当たり
当期純損失金額

△60.73円

１株当たり 
当期純利益金額

38.57円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に  
 ついては、潜在株式がないため記載しておりません。
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 5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,153 5,116

受取手形 515 531

売掛金 10,642 10,818

有価証券 4,293 4,499

番組勘定 973 1,239

貯蔵品 39 33

短期貸付金 9 7

未収入金 938 593

未収消費税等 1,477 －

繰延税金資産 428 517

その他 419 381

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 24,890 23,738

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 22,676 ※1 22,436

減価償却累計額 △4,671 △5,187

建物（純額） 18,004 17,248

構築物 ※1 1,568 ※1 1,725

減価償却累計額 △542 △628

構築物（純額） 1,025 1,097

機械及び装置 ※1 16,696 ※1 16,888

減価償却累計額 △11,293 △12,118

機械及び装置（純額） 5,403 4,769

車両運搬具 152 152

減価償却累計額 △73 △97

車両運搬具（純額） 78 55

工具、器具及び備品 1,529 1,517

減価償却累計額 △825 △957

工具、器具及び備品（純額） 704 559

土地 5,634 5,558

リース資産 7,657 7,657

減価償却累計額 △727 △1,593

リース資産（純額） 6,930 6,064

建設仮勘定 191 107

有形固定資産合計 37,972 35,459

無形固定資産

ソフトウエア 1,532 1,305

その他 79 193

無形固定資産合計 1,612 1,498
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 6,881 ※2 11,024

関係会社株式 1,742 1,736

長期貸付金 4 －

従業員に対する長期貸付金 15 41

関係会社長期貸付金 780 470

長期前払費用 8 7

繰延税金資産 5,431 4,444

その他 653 631

貸倒引当金 △23 △22

投資その他の資産合計 15,493 18,332

固定資産合計 55,077 55,291

資産合計 79,968 79,029

負債の部

流動負債

短期借入金 700 200

1年内返済予定の長期借入金 3,000 2,000

リース債務 841 865

未払金 5,642 5,366

未払費用 1,046 1,204

未払法人税等 12 57

未払消費税等 － 866

前受金 257 240

預り金 215 212

設備関係支払手形 115 12

流動負債合計 11,831 11,025

固定負債

長期借入金 2,000 2,000

リース債務 6,511 5,635

退職給付引当金 10,482 10,428

環境対策引当金 57 45

長期預り保証金 220 219

その他 146 74

固定負債合計 19,418 18,402

負債合計 31,249 29,428

純資産の部

株主資本

資本金 5,299 5,299

資本剰余金

資本準備金 3,515 3,515

その他資本剰余金 95 95

資本剰余金合計 3,610 3,610
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

利益剰余金

利益準備金 450 450

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 105 105

別途積立金 39,400 37,400

繰越利益剰余金 △694 2,040

利益剰余金合計 39,260 39,995

自己株式 △0 △0

株主資本合計 48,170 48,905

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 548 696

評価・換算差額等合計 548 696

純資産合計 48,718 49,601

負債純資産合計 79,968 79,029
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(2)【損益計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高

テレビ収入 58,467 55,893

ラジオ収入 3,422 2,874

その他の収入 5,627 5,382

売上高合計 67,517 64,151

売上原価

人件費 ※1 8,528 ※1 8,198

番組費 ※2 21,712 ※2 19,179

ネットワーク費 6,660 6,495

維持運転費 1,304 990

催事費 2,409 1,988

減価償却費 2,212 3,009

その他の原価 2,820 2,465

売上原価合計 45,647 42,327

売上総利益 21,869 21,823

販売費及び一般管理費

人件費 ※1 4,300 ※1 3,977

事業宣伝費 1,790 1,351

代理店手数料 10,936 10,497

修繕費 1,110 916

減価償却費 710 346

その他 4,172 3,334

販売費及び一般管理費合計 23,020 20,423

営業利益又は営業損失（△） △1,151 1,399

営業外収益

受取利息 72 30

受取配当金 141 106

その他 73 86

営業外収益合計 287 224

営業外費用

支払利息 235 231

固定資産処分損 86 23

その他 14 4

営業外費用合計 336 259

経常利益又は経常損失（△） △1,200 1,363

朝日放送㈱（9405）　平成22年３月期　決算短信

48



(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※3 56 －

投資有価証券売却益 13 588

貸倒引当金戻入額 11 －

特別利益合計 81 588

特別損失

固定資産売却損 － ※4 21

投資有価証券評価損 1,427 5

投資有価証券売却損 57 －

本社移転費用 240 －

その他 38 4

特別損失合計 1,763 31

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △2,882 1,920

法人税、住民税及び事業税 12 12

法人税等還付税額 △203 －

法人税等調整額 148 797

法人税等合計 △42 809

当期純利益又は当期純損失（△） △2,839 1,111
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,299 5,299

当期末残高 5,299 5,299

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,515 3,515

当期末残高 3,515 3,515

その他資本剰余金

前期末残高 95 95

当期末残高 95 95

資本剰余金合計

前期末残高 3,610 3,610

当期末残高 3,610 3,610

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 450 450

当期末残高 450 450

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 105 105

当期末残高 105 105

別途積立金

前期末残高 39,400 39,400

当期変動額

別途積立金の取崩 － △2,000

当期変動額合計 － △2,000

当期末残高 39,400 37,400

繰越利益剰余金

前期末残高 2,564 △694

当期変動額

別途積立金の取崩 － 2,000

剰余金の配当 △418 △376

当期純利益又は当期純損失（△） △2,839 1,111

当期変動額合計 △3,258 2,734

当期末残高 △694 2,040

利益剰余金合計

前期末残高 42,519 39,260

当期変動額

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △418 △376

当期純利益又は当期純損失（△） △2,839 1,111

当期変動額合計 △3,258 734

当期末残高 39,260 39,995
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 51,428 48,170

当期変動額

剰余金の配当 △418 △376

当期純利益又は当期純損失（△） △2,839 1,111

当期変動額合計 △3,258 734

当期末残高 48,170 48,905

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 615 548

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△66 147

当期変動額合計 △66 147

当期末残高 548 696

評価・換算差額等合計

前期末残高 615 548

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△66 147

当期変動額合計 △66 147

当期末残高 548 696

純資産合計

前期末残高 52,044 48,718

当期変動額

剰余金の配当 △418 △376

当期純利益又は当期純損失（△） △2,839 1,111

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △66 147

当期変動額合計 △3,325 882

当期末残高 48,718 49,601
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  該当事項はありません。 

  

  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社及び関連会社株式 

  総平均法による原価法

(1) 子会社及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

 ① 時価のあるもの

   決算末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定しておりま

す。)

(2) その他有価証券

 ① 時価のあるもの

同左

 ② 時価のないもの

   総平均法による原価法

 ② 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 

番組勘定 個別法による原価法

（収益性の低下による

簿価切下げの方法）

貯蔵品 最終仕入原価法 

（収益性の低下による

簿価切下げの方法）

（会計方針の変更）

「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18

年７月５日 企業会計基準第９号）

を当事業年度から適用し、評価基準

については、原価法から原価法（収

益性の低下による簿価切下げの方

法）に変更しております。 

 なお、この変更による当事業年度

の損益に与える影響はありません。

 

番組勘定 個別法による原価法

（収益性の低下による

簿価切下げの方法）

貯蔵品 最終仕入原価法 

（収益性の低下による

簿価切下げの方法）
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項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

３ 固定資産の減価償却の方

法

 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

  定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び車両
運搬具

５～15年

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

  定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び車両
運搬具

５～15年

（会計方針の変更）

  従来、当社は有形固定資産の減価

償却方法について、定率法（平成10

年4月1日以降取得した建物（建物付

属設備は除く）は定額法）を採用し

ておりましたが、当事業年度より定

額法へ変更しております。 

  この変更は、放送機器のデジタル

化が進行していること、また、当社

の本社移転を契機に資産の使用実態

を調査した結果、長期的かつ安定的

に使用されており、かつ、機能維持

のための修繕維持費が各期間で同程

度に発生していることが明らかにな

ったため、適正な費用配分方法を検

討した結果、投資効果が平均的に生

ずると見込まれるため定額法が合理

的であると判断したことによるもの

であります。 

  この結果、従来の方法と比較し

て、当事業年度の減価償却費は

1,861百万円減少し、営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失がそれ

ぞれ同額減少しております。

  

（追加情報）

 当社は、機械装置に含まれる放送設

備について、過年度の使用年数を調

査し、また、今後の技術革新のスピ

ードアップや設備更新のサイクルな

どの状況も鑑み、当事業年度に耐用

年数を変更し、従来の６年から５～

８年に変更しております。 

この結果、従来の方法と比較して、

当事業年度の減価償却費は237百万

円減少し、営業損失、経常損失及び

税引前当期純損失がそれぞれ同額減

少しております。

 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

 定額法を採用しております。
 なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可能期
間(５年)に基づく定額法を採用して
おります。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左
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項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産
 リース期間を耐用年数とし、リー
ス期間満了時の処分見積価額を残存
価額とする定額法（リース期間定額
法）を採用しております。
 なお、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引のうち、リース開始
日が企業会計基準第13号「リース取
引に関する会計基準」の適用初年度
開始前のリース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

(3) リース資産

同左

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  金銭債権の貸倒れによる損失に

備えて、以下の基準で計上して

おります。

  一般債権

   貸倒実績率による計算額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

  金銭債権の貸倒れによる損失に

備えて、以下の基準で計上して

おります。

  一般債権

同左

  貸倒懸念債権及び破産更生債権

   個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

  貸倒懸念債権及び破産更生債権

同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職金の支給に備えるた

め、当事業年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異については、各

事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による按分額をそれぞれ発生

の翌事業年度より費用処理すること

としております。  

 また、過去勤務債務については、

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(5年)によ

る按分額を発生時から費用処理する

こととしております。

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職金の支給に備えるた

め、当事業年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異については、各

事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による按分額をそれぞれ発生

の翌事業年度より費用処理すること

としております。  

 また、過去勤務債務については、

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(5年)によ

る按分額を発生時から費用処理する

こととしております。

 （追加情報） 

 当社は、退職金制度の一部につい

て、平成20年5月19日付けで、税制

適格退職年金制度から確定給付企業

年金制度に改定しております。この

結果、従来の方法と比較して、当事

業年度の退職給付費用が146百万円

減少し、営業損失、経常損失及び税

引前当期純損失がそれぞれ同額減少

しております。
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項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

  

 

  

 

  

 

  

(3) 環境対策引当金

  「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適

正な処理の推進に関する特別措置

法」により、今後発生が見込まれる

ＰＣＢ廃棄物の処理損失に備えるた

め、当該損失見込額を計上しており

ます。

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正(その

３)」(企業会計基準第19号 平成20

年７月31日)を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益に与える

影響はありません。 

(3) 環境対策引当金

同左

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

 ヘッジ会計の要件を満たす金利ス

ワップについて、特例処理を採用し

ております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段

  金利スワップ取引

 ヘッジ対象

  金利変動によるリスクのある借

入金

③ ヘッジ方針

 借入金の残高を超えない範囲での

金利スワップのみを行うこととして

おります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため有効性の判定を省

略しております。

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段

同左

   ヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ その他の財務諸表作成の

ための重要事項

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理

同左
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(6)【重要な会計方針の変更】

(会計方針の変更)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ リース取引に関する会計基準の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企業会

計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月18日 最

終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16

号）を、当事業年度から適用し、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理から、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理に変更しております。また、所有権移

転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価

償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、リ

ース期間満了時の処分見積価額を残存価額とする定額法

（リース期間定額法）を採用しております。 

 これに伴い、当事業年度の営業損失が103百万円減少

し、経常損失及び税引前当期純損失がそれぞれ70百万円

増加しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

───

(表示方法の変更)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（貸借対照表） 

 前事業年度において、「法人税、住民税及び事業税」

に含めて表示しておりました「法人税等還付税額」（前

事業年度8百万円）は、金額的重要性が増したため、当

事業年度においては区分掲記しております。

───
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

※１ 中継局建設補助金により取得した資産について次

の圧縮記帳額が取得価額より控除されております。

建物 32百万円

構築物 147

機械及び装置 111

計 292

※１ 中継局建設補助金により取得した資産について次

の圧縮記帳額が取得価額より控除されております。

建物 32百万円

構築物 146

機械及び装置 111

計 289

※２

───

※２ 担保に供している資産及び担保に係る債務は次の

とおりであります。 

 (1)担保に供している資産 

   投資有価証券         651百万円 

 (2)担保に係る債務 

   当事業年度末日現在、対応する債務はありま 

  せん。 

 ３ 偶発債務

   銀行借入金等に対する保証債務は次のとおりであ

ります。

当社従業員 858百万円

 ３ 偶発債務

   銀行借入金等に対する保証債務は次のとおりであ

ります。

当社従業員 739百万円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１ 人件費に含まれている退職給付引当金繰入額は次

のとおりであります。

売上原価 811百万円

販売費及び一般管理費 365

計 1,176

※１ 人件費に含まれている退職給付引当金繰入額は次

のとおりであります。

売上原価 1,018百万円

販売費及び一般管理費 456

計 1,474

※２ 番組費の内訳は次のとおりであります。

一般番組費 8,443百万円

ニュース番組費 1,626

番組購入費 11,468

ネット回線費 173

計 21,712

※２ 番組費の内訳は次のとおりであります。

一般番組費 6,530百万円

ニュース番組費 1,830

番組購入費 9,961

ネット回線費 857

計 19,179

※３ 固定資産売却益は、旧本社周辺の土地の売却によ

るものであります。

※３

───

※４

───

※４ 固定資産売却損は、旧本社周辺の建物・土地の売

却によるものであります。
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

 
  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 40 ─ ─ 40

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 40 ― ― 40
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ ファイナンス・リース取引（借手側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 （1）リース資産の内容

 有形固定資産

 放送事業における放送設備（機械及び装置）でありま

す。

１ ファイナンス・リース取引（借手側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 （1）リース資産の内容

 有形固定資産

            同左

 （2）リース資産の減価償却の方法

 重要な会計方針「３ 固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。 

 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 （2）リース資産の減価償却の方法

            同左 

  

 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

388 95 292

車両 
運搬費

36 17 19

工具、器具 
及び備品

18 13 5

合計 443 127 316

取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」によっております。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び
装置

388 152 235

車両
運搬費

36 24 11

工具、器具
及び備品

7 5 2

合計 432 182 249

取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」によっております。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 66百万円

１年超 249

計 316

未経過リース料期末残高相当額は有形固定資産

の期末残高等に占めるその割合が低いため、

「支払利子込み法」によっております。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 63百万円

１年超 185

計 249

未経過リース料期末残高相当額は有形固定資産

の期末残高等に占めるその割合が低いため、

「支払利子込み法」によっております。

 ③ 当期の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 71百万円

減価償却費相当額 71

 ③ 当期の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 66百万円

減価償却費相当額 66

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

            同左

２ オペレーティング・リース取引

  貸手側

   未経過リース料

１年以内 278百万円

１年超 ―

計 278

２ オペレーティング・リース取引

  貸手側

   未経過リース料

１年以内 278百万円

１年超 ―

計 278
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 前事業年度（平成21年３月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 当事業年度（平成22年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式1,735百万円、関連会社株式1百万円

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

(有価証券関係)
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(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

１ 繰延税金資産の主な原因別内訳

 (1) 流動の部

繰延税金資産

 未払費用 344百万円

 その他有価証券評価差額金 1

 その他 82

 繰延税金資産合計 428

繰延税金資産の純額 428

１ 繰延税金資産の主な原因別内訳

 (1) 流動の部

繰延税金資産

未払費用 414百万円

未払事業税 18

その他 84

繰延税金資産合計 517

繰延税金資産の純額 517

 

 (2) 固定の部

繰延税金資産

 退職給付引当金 4,255

 有形固定資産 117

 投資有価証券 1,269

 貸倒引当金 5

 繰越欠損金 1,081

 その他 432

 小計 7,162

 評価性引当額 △1,282

 繰延税金資産合計 5,880

繰延税金負債

 固定資産圧縮積立金 △71

 その他有価証券評価差額金 △376

 繰延税金負債合計 △448

繰延税金資産の純額 5,431

 (2) 固定の部

繰延税金資産

退職給付引当金 4,233

有形固定資産 103

投資有価証券 1,200

貸倒引当金 9

繰越欠損金 386

その他 309

小計 6,244

評価性引当額 △1,252

繰延税金資産合計 4,992

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △71

その他有価証券評価差額金 △475

繰延税金負債合計 △547

繰延税金資産の純額 4,444

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入され 
ない項目

△3.5

受取配当金等永久に益金に算入 
されない項目

0.9

住民税均等割 △0.4

評価性引当額の増加 △36.1

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

1.5

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異が法定実行税率の100分の5以下であるため
注記を省略しております。

(企業結合等関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

該当事項はありません。 同左
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△) 

  

 
  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 11,646.15円 １株当たり純資産額 11,857.08円

１株当たり当期純損失(△) △678.88円 １株当たり当期純利益 265.67円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

項目
前事業年度

（平成21年３月31日）
当事業年度

（平成22年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

48,718 49,601

普通株式に係る純資産額
(百万円)

48,718 49,601

普通株式の発行済株式数
(千株)

4,183 4,183

普通株式の自己株式数
(千株)

0 0

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株)
4,183 4,183

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円)
△2,839 1,111

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円)
△2,839 1,111

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

─ ―

普通株式の期中平均株式数
(千株)

4,183 4,183
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自  平成20年４月１日
至  平成21年３月31日)

当事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

───

 

当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において株

式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。 

 

 当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

１  平成22年７月１日付をもって平成22年６月30日の株

主名簿に記録された株主の所有株式数を１株に付き10

株の割合をもって分割する。

２  分割により増加する株式数 普通株式37,649,700株

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合に

おける(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。

前事業年度
(自  平成20年４月１日
至  平成21年３月31日)

当事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

１株当たり純資産額
1,164.62円

１株当たり純資産額
1,185.71円

１株当たり
当期純損失金額

△67.89円

１株当たり
当期純利益金額

26.57円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に 

 ついては、潜在株式がないため記載しておりません。
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平成22年５月14日付公表の「代表取締役および役員の異動に関するお知らせ」をご参照下さい。 

  

  

6. その他

(1) 役員の異動
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（参考） 

個別売上高明細表 

 

(単位 百万円) 

前事業年度 

(自 平成20年４月１日

至 平成21年3月31日)

当事業年度 

(自 平成21年４月１日

至 平成22年3月31日)
差 引 増 減       

科       目 

金   額 金   額 金   額 増減比

テレビ放送事業収入            
％

タ イ ム          13,199 12,075 △1,124 △8.5

ス ポ ッ ト          33,580 32,914 △666   △2.0

番 組 収 入          11,686 10,903 △783    △6.7

計  58,467 55,893     △2,573    △4.4

     

ラジオ放送事業収入              

タ イ ム          1,561 1,310       △250   △16.0

ス ポ ッ ト          1,310 1,240       △70  △5.4

番 組 収 入          551 323     △227   △41.2

計  3,422 2,874       △547  △16.0

     

そ の 他          5,627 5,382 △244 △4.4

     

合 計         67,517 64,151     △3,366    △5.0
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